　　　座間市看護師等奨学金貸付条例施行規則
（趣旨）
第１条　この規則は、座間市看護師等奨学金貸付条例（平成２６年座間市条例第１号。以下「条例」という。）第１３条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例による。
（貸付けの申請）
第３条　条例第３条に規定する申請は、座間市看護師等奨学金貸付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出することにより行うものとする。
⑴　申請者の住民票の写し及び履歴書
⑵　申請者が未成年の場合は、法定代理人の住民票の写し
⑶　連帯保証人の住民票の写し及び所得を証明する書類
⑷　養成施設に入学したこと又は在学をしていることを証明する書類
⑸　養成施設の授業料の額を証明する書類
⑹　その他市長が必要と認める書類
（選考及び通知）
第４条　条例第４条の選考は、書類の審査及び面接により行うものとする。
２　市長は、前項の規定に基づく選考の結果を奨学生決定通知書（第２号様式）により申請者に通知するものとする。
（借用証書）
第５条　選考に基づき、奨学生となった者は、奨学生決定通知書を受領した日から１５日以内に借用証書（第３号様式）を市長に提出しなければならない。
２　前項に規定する期限までに借用証書を提出しない者は、奨学生となることを辞退したものとみなす。
（奨学金の交付）
第６条　奨学金は、３月分ずつ、口座振替の方法により交付するものとする。
２　奨学生は、奨学金を受領したときは、受領した日から１５日以内に奨学金受領書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。
（貸付けの廃止の通知）
第７条　市長は、条例第８条の規定により奨学金の貸付けを廃止したときは、奨学金貸付廃止通知書（第５号様式）によりその旨を奨学生に通知するものとする。
（償還の通知）
第８条　市長は、奨学生が養成施設を卒業したときは、当該奨学生に対し奨学金償還通知書（第６号様式）を送付するものとする。
（猶予の申請）
第９条　条例第１０条の規定による奨学金の償還の猶予を受けようとする被貸与者は、奨学金償還猶予申請書（第７号様式）に猶予を受ける事情があることを証明する書類を添えて、市長に提出しなければならない。
２　市長は、奨学金償還猶予申請書を受け付けたときは、内容を審査し、その適否について奨学金償還猶予承認（不承認）通知書（第８号様式）により被貸与者に通知するものとする。
３　前２項の規定により奨学金の償還を猶予された被貸与者は、当該猶予された事情が消滅したときは、直ちにその旨を市長に届け出なければならない。
（免除の申請等）
第１０条　条例第１１条第１号の規定による奨学金の償還の免除を受けようとする被貸与者にあっては業務従事届（第９号様式）を、同条第２号の規定による奨学金の免除を受けようとする被貸与者又は相続人等にあっては奨学金償還免除申請書（第１０号様式）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、奨学金償還免除申請書を受け付けたときは、内容を審査し、その適否について奨学金償還免除承認（不承認）通知書（第１１号様式）により被貸与者又は相続人等に通知するものとする。
３　条例第１１条第１号の規定による奨学金の償還の免除を受けた被貸与者で、業務の従事先を変更し、又は看護職員の業務を辞したものは、当該事情が発生した日から１５日以内に業務従事先変更等届（第１２号様式）を市長に提出しなければならない。
（変更等の届出）
第１１条　奨学生又は被貸与者は、次に掲げる事情が生じたときは、申請内容等変更届（第１３号様式）により直ちに市長に届け出なければならない。
⑴　奨学生又は連帯保証人の住所又は氏名に変更があったとき。
⑵　連帯保証人を変更するとき。
⑶　奨学金の貸付けを辞退するとき。
⑷　養成施設を休学、復学、転学又は退学したとき。
⑸　養成施設から停学又は退学の処分を受けたとき。
⑹　その他提出書類の記載内容に変更があったとき。
（実施細目）
第１２条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この規則は、平成２６年４月１日から施行する。
